
 【導⼊】 
 「犯罪者の家族は犯罪者だ！」 

 皆さんの中にも、家族が犯罪を犯したら家族が責任を取るべきだ！と考える 
 ⼈がいるかもしれません。 

 しかし、本当にそうでしょうか。 

 加害者家族は、加害者のように扱われ、⼼⾝を病むほど世間からバッシング 
 をされます。 
 そして彼らは、⾃殺を考える程、追い詰められます。 

 私は⾃分の罪ではないのに、世間から責められている、そんな加害者家族を 
 救いたい。 
 本弁論では、加害者家族の置かれる現状とその解決策について訴えます！ 

 【現状】 
 加害者家族とは、犯罪の⼤きさに関わらず罪を犯した者の家族を指します。 

 そんな加害者家族は約200万⼈以上いると推定されています。 

 加害者家族は法的には犯罪に対する責任がありませんが、「犯罪に気付かな 
 かった家族が悪い」と、世間からバッシングされます。 

 ここで、ある殺⼈事件の犯⼈の弟の事件後の⼈⽣を紹介します。 

 事件が起こった後、家族に対し、誹謗中傷や無⾔電話など多くの嫌がらせが 
 ありました。 
 また、マスコミの対応やプライバシーの問題にどの様に対処すればよいか、 
 何も分からず、だれにも相談できず、追い詰められていきました。 

 その後、「地元で⽣きていくことは出来ない」と、仕事を辞め、彼は県外に 
 引っ越しました。 

 しかし引っ越し後1⽉も経たないうちに、周囲からの嫌がらせが再開したので 
 す。 

 その後恋⼈もできましたが、いざ結婚するとなると、兄が犯罪者であるとい 
 う理由で受け⼊れられず、諦めることになりました。 



 そして、彼は「もう⽣きてはいけない」と考え、⾃殺をしてしまったので 
 す。 

 実際に、ほとんどの加害者家族も同様の苦しみを経験します。 

 事件直後、50％の加害者家族が誹謗中傷や嫌がらせを受けています。 

 しかし、⽇本にはこの状況の相談ができる場所は、ほとんどありません。 
 実際に、⾃分たちの現状を分かってくれる相談場所が欲しかったと80％の⼈ 
 が感じています。 
 つまり、加害者家族のほぼ全員が、誰にも相談できないでいるのです。 

 そして、加害者家族は引っ越しを余儀なくされます。 
 実際に9割の加害者家族が引っ越しをしています。 
 このような引っ越しは経済的な負担だけでなく、仕事を失う、慣れ親しんだ 
 社会との繋がりを失うという意味でも、⼤きな負担になります。 

 しかし、引っ越しをしたとしても苦しみは続きます。 
 ⽀援団体の調査によると『⾝内に犯罪者がいる』という理由で、加害者家族 
 の4割が結婚を破談にされ、同じく4割が進学や就職を諦めています。 

 このような⼀連の苦しみにより、約9割の加害者家族が⾃殺を考えるように 
 なってしまうのです。 

 それなのに、加害者家族を救うための政府の政策は存在しません。 

 ⼀⽅で⺠間のNPO団体が⽀援を⾏っています。 
 それらは⽇本に３つあり、全国からの相談は年間300件ほど。 
 殺⼈や強制わいせつ、詐欺などの多くの加害者家族が相談に訪れます。 

 団体は、法的⼿続きの説明、被害者への対応、弁護⼠との橋渡し役から家族 
 会の開催など、事件直後から⽀援を⾏っています。 

 しかし、現状ごく僅かの加害者家族しか利⽤できていない点や資⾦不⾜など 
 の⾯で、限界を感じている、と代表は語ります。 
 実際に加害者家族の96％が⽀援団体の紹介を望んでおり、⽀援を受けないま 
 ま苦しんでいるのです。 



 【問題点】 

 「あなたの⼀族全体が異常だ」 
 と、恋⼈と喧嘩をした際に彼は⾔われました。 

 家族が犯罪を犯したからと⾔って彼らが犯罪を犯したわけではありません。 
 そんな、彼らを責め、追い詰めるのは、事件とは全く無関係な⼈々なのです 

 加害者家族は加害者ではない！ 

 彼らは、話を聞いてあげれば良かった、何故気付けなかったのか 
 と、⾃分で⾃分を責め続けています。 

 加害者本⼈は、法によって裁かれます。 
 しかし、加害者の家族が、⾃分のあずかり知らぬところで家族が犯した罪で 
 他⼈から責められている現状は許すことが出来ません！ 

 【理念】 
 私の理想は、たとえ家族が罪を犯したとしても、「彼ら⾃⾝の⼈⽣」を⽣き 
 ることが出来る社会の実現です。 
 それにはまず、必要な⽀援に誰でもアクセスをすることの出来る制度を整 
 え、その上で⼈々の意識を変える必要があります。 

 たった⼀の間違いで、社会との関係性を絶たれてしまうのではなく。 
 社会が家族を⽀え、家族が加害者を⽀える。 

 それにより、社会の⼀員として、加害者家族は、再スタートを切ることが出 
 来るようになるのです。 

 【原因プラン】 

 それではなぜ、現在NPO団体は、⼗分な⽀援を⾏う事が出来ていないので 
 しょうか。 
 それは、公的機関との連携がないからです。 



 ほとんどの加害者家族は、このような⽀援を⾏うNPO団体にアクセスする事 
 が出来ていません。 
 実際に、NPO団体に相談をした加害者家族の九割以上がインターネットで偶 
 然⾒つけたそうです。 

 現在、⼤企業などが社会貢献として⾦銭的補助を⾏っています。 
 しかし、相談件数が多くなるにつれて活動資⾦などで限界を感じていると代 
 表は話します。 

 そこで、私は２点のプランを提案します。 

 それは、警察が家族に逮捕直後、NPO団体を紹介をする制度を設けること。 
 そして国によるNPO団体への⾦銭的補助を⾏うことです。 

 このような制度はアメリカやイギリスで実際に⾏われており、ハワイ⼤学に 
 よると、早期から相談ができることが効果的であることが確認されていま 
 す。 

 そのうえで国からの⾦銭的補助を⾏うことで、すべての加害者家族が安⼼し 
 てNPO団体に助けを求めることが出来るようになります。 

 【原因】 
 しかし、これだけでは加害者家族へのバッシングは無くなりません。 

 なぜなら多くの⼈々が、「加害者家族を  バッシングすること  は加害者の再犯 
 防⽌に繋がる」という間違った認識を持っているからです。 

 実際にアンケート調査では、「全体の約４割以上が家族にも犯罪の責任があ 
 る」と回答し、 
 ⼀部の⼈は「バッシングは犯罪抑⽌になる」とバッシングを容認したので 
 す。 

 しかし、本当は「加害者家族を  ⽀援すること  が再犯防⽌に繋がる」のです！ 
 専⾨家によると加害者の出所後、加害者家族の⽀援は再犯防⽌に繋がること 
 が分かっています。 
 ⽴教⼤学の調査によると、家族を通して社会との繋がりが保たれることによ 
 り、再犯のリスクが約40％低下することが分かっています。 



 このような、間違った価値観が変わらない限り、罪なき加害者家族は責めら 
 れ続けてしまうのです！ 

 【提唱パート】 

 ここで、皆さんにお願いが有ります。 

 加害者家族は責められるべきという価値観を持っている⼈を⾒かけたら、そ 
 れは違うのだという事を伝えてあげてほしいのです。 

 実は、アメリカなどの諸外国では⽇本と異なり、加害者家族は「忘れられた 
 被害者」として⽀援の対象になります。 

 家族が加害者の受け⽫となる事で、再犯防⽌に繋がること。 
 加害者家族は、家族の罪で苦しめられる、第⼆の被害者である事が、広まっ 
 ているためです。 

 いまこそ、私たち⼀⼈⼀⼈がしっかりと、加害者家族問題について考える時 
 です！ 

 本弁論を聞いて下さった皆さんは、もうお分かりのはずです。 

 加害者家族は加害者ではないのだ！という事を。 

 罪なき⼈が責められることのない社会の実現を祈って、本弁論を終了させて 
 いただきます。 

 ご清聴有難うございました。 


